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 孫を養子にすると相続税の節税対策になるとい

う話を聞いたことはありませんか？

 養子は「子」として血縁のある実子と同じ立場

となり、相続人が一人増えることで相続税の基礎

控除が増え、相続税額の計算上、相続税が少なく

なる場合があります。

 今回は、孫（特に未成年）を養子にした場合の

法律関係の注意点について説明していきたいと思

います。

Ｑ１：養子縁組をした場合、実の親子関係はどう

なるの？

Ａ１：実の親子関係はそのまま残るので、実の親

の相続権も失うことはありません。

Ｑ２：親権はどうなるの？

Ａ２：未成年者を養子にする場合、親権者は実の

親から養親になります。

（例）祖父Ａ、祖母Ｂ、ＡＢの長男甲、甲の長男   

Ｃ（未成年）という親族関係をみてみましょう。

ＡＢが孫Ｃを養子にすると、それまで甲がＣの

親権者だったのが、祖父母ＡＢがＣの共同親権者

になります（未成年者を養子にする場合で養親が

婚姻している時は、養親夫婦が共同で縁組をしな

ければなりません。）。

※親権とは、未成年の子を養育監護し、その財産を管理し、

子を代理して法律行為をする権利・義務のことです。

Ｑ３：前記の例で未成年者Ｃの養親Ａ,Ｂが死亡し

た場合の親権者はどうなるの？

Ａ３：孫Ｃが成年に達する前に、養親ＡＢが死亡

してしまった場合、孫Ｃの親権者がいなくなっ

てしまうことになります。

養子縁組によって親権者はＡＢになりましたが、

親権者がいなくなったのならば、もともと親権者

だった実親に親権を戻せば良い、という考え方も

あるでしょう。しかし、実務上の取り扱いは「養

親双方が死亡しても、ただちに養子縁組の効果は

解消しないから、実の親の親権は復活しない」と

されています。

この状況を解決する方法として２つ方法があり

ます。

①未成年後見開始の申し立て

「未成年者に対して親権を行う者がないとき」

として、「未成年後見」が開始することになりま

す。

未成年後見は、家庭裁判所に未成年後見開始の

申し立てをし、未成年後見人を選任してもらうこ

とからスタートします。未成年後見人は当該未成

年者のために監護養育、財産管理、契約等の法律

行為などを行います。高齢者等の成年後見制度に

類似しますが、当該未成年者が成年に達すれば、

未成年後見は終了します。

②養子縁組の解消（死後離縁）

 養子の実父母が健在であれば、前記ＡＢとの養

子縁組を解消すれば実父甲に親権が復活します。

 この場合、家庭裁判所の許可が必要となります。

 申立人が１５歳未満の場合には、離縁した後に

その法定代理人となる者（実父母等）が、代わっ

て手続きを行います。

「死後離縁をしたら亡養親の相続人でなくなる

のでは？」と思われるかもしれませんが、すでに

生じた相続における相続人の地位は、死後離縁に

よって影響を受けることはありません。

 ①の場合、必ず実父母が未成年後見人に選ばれ

るという保証はありません。実父母が健在であれ

ば②の方法が現実的かもしれません。

 場合によってはこのような状況になることも想

定しておく必要があるでしょう。
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